別　紙

人　事　院　勧　告　の　概　要
１　平成２１年６月に支給する期末手当及び勤勉手当に関する特例措置
	○　平成21年６月の期末・勤勉手当を0.20月分（約１割）暫定的に凍結（2.15月→1.95月）

○　凍結分は、今後行う職種別民間給与実態調査の結果に基づいて、夏の給与勧告の際に併せ措置


特別調査によると、民間の夏季一時金は、調査対象全企業従業員ベースで△13.2％（△13.2％は△0.25月相当となるが、民間の８割が未定であること、暫定的な措置であることから余裕を見て△0.20月としたもの）

　

※　指定職俸給表適用職員　1.60月→1.45月（△0.15月）

２　指定職俸給表適用職員の特別給への勤務実績の反映
	○　指定職俸給表適用職員の特別給を、本省課長級以下と同様に期末手当（一律支給）と勤勉手当（実績査定支給）に改め、勤務実績に基づき加算・減額を可能に

○　勤勉手当の割合は本省課長級より高い特別給の約２分の１




★　勤勉手当の成績区分及び成績率

　

　　※　指定職俸給表適用職員には、この措置を導入した上で、１の凍結を実施
３　実施時期
　　勧告を実施するための法律公布の日

期末特別手当





勤勉手当





期末手当





＋





６月：1.60月


12月：1.75月





６月　　0.75月


12月　　0.90月





0.85月


0.85月





優秀（1.70以下0.92以上）





良好（標準）





良好でない





事務次官の優秀者の成績率は、0.85月





（30％以上の者）





0.80月





0～0.80月未満








